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前回開催（2023年12月）以降の主なトピックス

１．広域系統整備計画の策定

２．広域予備率による需給管理の本格化

３．容量市場の実需給の開始

４．需給調整市場の全商品の運用開始

５．予備電源制度の開始

６．FIT/FIP交付金留保制度に対する積立金管理業務の開始
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１．広域系統整備計画の策定
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マスタープランを踏まえた広域系統整備計画の策定について

¸2022 年７月に、①東地域（北海道～東北～東京間）、②中西地域（関門連系線、中地域）の

地域間連系線増強について、国から広域機関に対して計画策定プロセスの開始を要請。

¸①の東地域のうち、北海道本州間連系設備（日本海ルート）については、2024 年10月に実施

案及び事業実施主体の募集を開始し、2025年２月に有資格事業者を決定。現在、有資格事業

者において、実施案提出に向けた検討が行われている。

¸②の中西地域のうち、中国九州間連系設備については、2024 年４月から実施案及び事業実施

主体の募集を開始し、同年９月に有資格事業者を決定。2025年２月末に有資格事業者から実

施案の提出があり、現在、広域機関において実施案を評価中。

¸また、②の中西地域のうち、中地域（中部関西連系線）については、2024年６月に広域系統

整備計画を国に届出。同年７月には事業実施主体が工事に着手（2030年６月運開予定）

¸なお、広域機関では着実な整備のため、四半期に一度の進捗確認や工事費等の変動に対して個

別フォローを実施している。
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地域間連系線の整備に向けた検討スケジュール

（出典）電力広域的運営推進機関 2024 年度第4回評議員会 報告事項１ 他より事務局作成

¸マスタープランを踏まえた系統整備について、今後、早期の着工・運開を目指すべく、広域機関におけ

る計画策定プロセスを着実に進めていく。

年 2024 2025

月 １～３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４

①東地域
（北海道本州間
連系設備（日本
海ルート））

②中西地域
（中国九州間連
系設備）

②中西地域
（中部関西連系
線）

整備計画の策定（6/28）

基本要件の
決定
（4/3）

工事着手

実施案及び事業実施主体の募集に向けた情報提供
（7/3～12/23）

実施案及び事業実施主体の
募集（10/3～12/23）

基本要件の
決定
（4/3）

応募資格審査・有
資格事業者の公表
（2/26）

実施案及び事業実施主
体の募集（6/28～
8/30）・有資格事業者
の公表（9/4）

有資格事業者による実施案の検討（2/28締切）
整備計画の策定
（2025年度上半
期）

有資格事業者によ
る実施案の検討
（12/26締切）
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（参考）広域連系系統のマスタープランの策定 

（出典）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023 年3月29日策定）のうちベースシナリオより作成

¸再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、広域機関において、2050 年カーボンニュートラル

も見据えた、広域連系系統のマスタープランを2023年3月29日に策定・公表
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（参考）これまで策定してきた広域系統整備計画

（出典）電力広域的運営推進機関 2024 年度第4回評議員会 報告事項１ 6



（参考）現在検討中の計画策定プロセス

（出典）電力広域的運営推進機関 2024 年度第4回評議員会 報告事項１ 7



（参考）北海道本州間連系設備（日本海ルート）

（出典）電力広域的運営推進機関 2024 年度第4回評議員会 報告事項１
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（参考）中部関西間連系線

（出典）電力広域的運営推進機関 第87回広域系統整備委員会 資料２ 9



（参考）中国九州間連系設備

（出典）電力広域的運営推進機関 2024 年度第4回評議員会 報告事項１ 10



２．広域予備率による需給管理の本格化
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広域予備率による需給管理の本格化について

¸2024 年度以降、電力需給の安定性を示す広域予備率が週間～翌々日計画において８％を下回る

見通しとなった場合は、広域機関は、容量確保契約を締結した発電事業者等に対して「供給力

提供準備通知」を発出し、また、実需給の前日17:30 以降、翌日・当日計画の広域予備率が

８％を下回る見通しとなった場合は、「供給力提供通知」を発出することとなった。

¸このため、広域予備率がこれまで以上に重要な指標となることから、2024 年度以降は最新の見

通しに基づき、翌々日の広域予備率の見通しを毎日更新し、広域機関の「広域予備率Web公表

システム」において公表を開始した。
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第72回電力・ガス基本政策小委員会
資料７ 抜粋（赤枠追加）
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（参考） 【参考】追加供給力対策（変更後）
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第72回電力・ガス基本政策小委員会
資料７ 抜粋
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第72回電力・ガス基本政策小委員会
資料７ 抜粋
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３．容量市場における実需給の実運用開始

21



容量市場の実需給の実運用開始について

¸容量市場は、初回のメインオークションを2020 年度に開催し、対象となる実需給年度を2024年度に初め
て迎えた。

¸広域機関では、容量市場の2024 年度の実需給期間にあたり、容量拠出金の取引対応を開始し（小売電気
事業者、一般送配電事業者等）、また容量確保契約に関するアセスメントを開始した（発電事業者等）。

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回

実施年度 2020 2021 2022 2023 2024

実需給年度 2024 2025 2026 2027 2028

約定総容量（万kW） 16,769 16,534 16,271 16,745 16,621

落札電源数（件） - 1,428 1,507 1,567 1,639

指標価格（円/kW） 9,425 9,372 9,557 9,769 9,875

約定総額（経過措置控除後）
（億円）

15,987 5,140 8,504 13,140 18,506

総平均単価（経過措置控除後）
（円/kW）

9,534 3,109 5,226 7,847 11,134

ṕ Ṗ ṕ Ṗ
ṕẑ 1 Ṗ

ṕ Ṗ ṕ Ṗė

容量市場メインオークション結果概要（第１回～第５回）
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（参考）容量市場の仕組み
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¸ 電力広域的運営推進機関は、実需給年度の4年前に容量市場のメインオークションを開催し、発電事業者等から全国で

必要な供給力を募集。応札があった電源等のうち、金額が安いものから順に落札され、約定価格が決定。なお、実需給

年度の1年前に必要に応じて追加オークションが開催される。

¸ 発電事業者等は、容量確保契約で定められた義務を履行することで、約定価格に応じて決められた「容量確保契約金」

を受け取る。その原資は、小売電気事業者や一般送配電事業者等が支払う「容量拠出金」によって賄われる。

(
)

1
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第82回電力・ガス基本政策小委員会
資料４ 抜粋（一部修正）
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第72回電力・ガス基本政策小委員会
資料７ 抜粋
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４．需給調整市場の全商品の運用開始
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27

需給調整市場の全商品の運用開始について

¸2021年４月より、エリアを越えた広域的な調整力の調達・運用と、市場原理による競争活性

化・透明化による調整力コスト低減を図るため、需給調整市場を開設し、前日商品である三次

調整力②（三次②）の取引を開始、2022年４月には週間商品のひとつである三次調整力①

（三次①）の取引を開始した。 

¸2024年４月に残りの週間商品である二次調整力①②（二次①、二次②）、一次調整力（一

次）の取引を開始した中で、募集量に対する 応札量・約定量の未達が発生。前日商品について

は調達費用の高騰も大きな課題となった。

¸このような状況を踏まえ、2024年度、広域機関では、需給調整市場検討小委員会において、

応札不足解消のための対応として、三次②の効率的な調達や揚水応札拡大の方策、制度的措置

に関する検討などを行った。

¸加えて、2026 年度に予定されている全商品の前日取引化に向けた課題の整理なども行った。



（参考）2024 ṕ Ṗ

¸ 2015 ṕ
Ṗ

¸ 2022

¸

¸ 2024

ṕ Ṗ

第72回電力・ガス基本政策小委員会
資料７ 抜粋（赤枠追加）
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（参考）三次②の効率的な調達について

（出典）電力広域的運営推進機関 第48回需給調整市場検討小委員会 資料２ 抜粋
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（参考）揚水応札拡大方策について

（出典）電力広域的運営推進機関 第47回需給調整市場検討小委員会 資料４ 抜粋（一部修正）
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（参考）需給調整市場における制度的措置の検討について

（出典）電力広域的運営推進機関 第53回需給調整市場検討小委員会 資料２ 抜粋
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（参考）2026年度前日取引化に伴う課題について

（出典）電力広域的運営推進機関 第53回需給調整市場検討小委員会 資料３ 抜粋



５．予備電源制度の開始
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予備電源制度の開始について

¸「予備電源制度」は、大規模災害などの緊急時にも必要な供給力が確保されるよう、一定期間

内に稼働が可能な休止電源を維持する枠組み。

¸2024 年度から制度が開始され、７月に予備電源募集要綱等（2025 年度・2026 年度制度適用開

始向け）に関する説明会を実施した上で10月に初回募集を実施（応札無し）。

¸初回募集で応札が無かったことを踏まえ、第２回募集に向けて、対象電源の要件を広げる方針

で見直しを実施中。

（出典）電力広域的運営推進機関 説明会資料（2025 年度・2026 年度制度適用開始向け）（2024 年７月）

予備電源制度の全体像
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（参考）第2回の予備電源募集に向けて議論を深めるべき論点

¸ これまでの議論を踏まえ、第２回の予備電源募集に向けて、電源を休止することにインセンティブが生じないように

留意しつつ、予備電源を確保するために予備電源制度の対象を広げる方針で要件を適切に見直してはどうか。

¸ なお、第２回の予備電源募集に向けた見直しにあたり、アンケートの結果を踏まえ次のような論点について議論して

いくべきと考えられるが、追加で議論すべき論点や留意すべき視点はあるか。

項 目 論 点

①参加要件 ・応札が可能な電源（２年連続不落札等の条件）

②制度適用期間 ・募集対象年度

③価格規律 ・目安の価格
・目安の価格を上回っても落札できる限定的な条件の整理

④リクワイアメント・ペナルティ ・休止状態の維持期間における設備健全性の確認

⑤その他 ・調達エリア
・募集スケジュール
・募集量
・調達方式

第98回制度検討作業部会
資料４ 抜粋
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（参考）継続的に議論を深めるべき論点

¸ アンケート結果より得られた以下の論点は、予備電源制度を継続的に運営する上で留意すべきと考えられるため、今

後必要に応じて検討することとしてはどうか。

¸ また、追加すべき論点や留意すべき視点はあるか。

項 目 論 点

①参加要件 -

②制度適用期間 ・制度適用期間の定義の見直し

③価格規律 ・予備電源制度のインセンティブの在り方

④リクワイアメント・ペナルティ ・制度適用期間における稼働の可否

⑤その他 ・非効率な石炭火力のフェードアウトを進める中での予備電源制度の位置付け
・稼働に伴うCO2排出による、GX排出量取引制度における負担の取り扱い
・容量市場と一体となった、予備電源制度の在り方の検討

第98回制度検討作業部会
資料４ 抜粋
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（参考）予備電源制度の役割

（出典）電力広域的運営推進機関 説明会資料（2025 年度・2026 年度制度適用開始向け）（2024 年７月）

必要供給力と容量市場における調達量、予備電源の関係



６．FIT/FIP交付金留保制度に対する積立金管理

業務の開始
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積立金管理業務の開始について

¸広域機関では、2022 年４月から再エネ特措法に基づくFIT/FIP 制度の入札・賦課金徴収・交付

金交付業務を開始した。

¸また、2024年４月施行の改正再エネ特措法において、再エネの地域共生に向けた規律強化を

目的とした関係法令などの違反FIT/FIP 認定事業者に対する交付金を一時留保する制度が開始

され、 当該制度に伴う積立金管理業務を開始した。

¸当該業務を円滑に実施するため、広域機関では2023年度中にシステムを改修し、ウェブサイ

トを通じて必要な手続きやQ&Aを公表した。

¸なお、改正再エネ特措法の施行日以降、関係省庁と連携の上で、①森林法違反の太陽光発電事

業計９件、②農地法違反等の不適切な事由が確認された営農型太陽光発電事業計342件、③農

地法違反や盛土規制法違反等の太陽光発電事業計19件の一時停止措置が行われている。
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（参考）交付金一時停止措置の実績

（参考）FIT/FIP交付金の一時停止措置について 66 NW
ṕ2024 Ị ỉ Ṗ ễ

¸ FIT/FIP

¸

¸

2024 Ệ Ễ ṕ ị Ṗ

2024 Ị ệ ṕ Ị

Ṗ ṕ342 Ṗ

2024 11 25 ṕ 19 Ṗ

ẑ Ễ 2024 11 25

¸

第71回再生可能エネルギー大量導入・次世代
電力ネットワーク小委員会 資料１ 抜粋
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（参考）FIT・FIP交付等の業務フローと広域機関の位置付け

（出典）2023 年度第2回評議員会 別紙3 2024 年度事業計画案について（第5号議案説明資料）
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（参考）交付金留保制度の概要 第12回再生可能エネルギー長期電源化・
地域共生WG 資料１ 抜粋
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（参考）留保した交付金（交付金相当額積立金）の取扱い 再生可能エネルギー長期電源化・地域共生WG
中間とりまとめ（2023 年10月）抜粋
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